
　

R3 R4 R5 R6 R18 R19 R20

（１）公債費の実負担に基づく投資的経費の事業量管理 （２）有利な財源の活用による投資的経費の事業量確保

（３）資金手当債の残高の抑制

国の補助金や地方財政措置の手厚い有利な県債を積極的に活用し、

必要な事業量を確保する

当年度の補正予算と次年度の当初予算を一体として管理し、毎年度、

足元の金利や前年度の県債発行実績を考慮し、目標を達成するまで

の実負担の総額を再算定した上で、各年度に割り振りを行う

有利な財源の活用等により、行政改革推進債の発行を抑制し、残高

を確実に減少させるとともに、その状況を予算及び決算で公表する

① Ｒ３年度当初予算

② 工夫や節減により、実負担が減少した場合

③ 大規模な災害が発生し、実負担が増加した場合

将来に割り振る発行可能額が減少

将来に割り振る発行可能額が増加

R20年度に実質公債費比率が18％以下となる実負担の総額を、R3年度以降に均等になるように管理

公債費の実負担額は同額でも活用する県債によって事業量は大きく異なる

投資的経費
の事業量

＝県債の発行額

投資的経費
の事業量

＝県債の発行額

交付税措置が
1/3の場合

交付税措置が
1/2の場合

交付税で
賄われる部分

実質的な
県の負担部分

公債費の
実負担

交付税で
賄われる部分

公債費負担の目標：令和20（2038）年度に実質公債費比率を18％以下とする。

県 債 発 行 ル ー ル：投資的経費の事業量を公債費の実負担に基づき管理するとともに、

有利な財源を積極的に活用することで、必要な事業量を確保する。

実質的な
県の負担部分

公債費の
実負担
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R1

(2019)

R4

(2022)

R15

(2033)

R20

(2038)

将来の事業量別の実質公債費比率の推移

18.0%

21.2%

20.1%

19.4%

17.9%

Ｒ３年度以降の投資的経費の事業量（実負担ベース）

起債許可団体への移行基準

〇 金利推計は、行動計画の中期

収支見通しで使用しているもの

を採用

〇 中期収支見通しの最終年度

（Ｒ６年度）以降の将来推計は、

計画最終年度の金利水準で

仮置き

※ 不確定な金利推計値による

過度な影響を排除するため

試算③

試算②

試算①

投資的経費の事業量と実負担の関係

国の補助金など

財
源
の
内
訳

国の補正予算
の活用により
増加

交付税

増減なし

行動計画策定
時点の想定

実負担

国の補正予算や
交付税措置の高
い県債の活用

実負担

交付税

国の補助金など

実負担は同じでも、有利な財源の活用で事業費を増やすことが可能

有利な県債
の活用により
増加

当初予算
補正予算の
上乗せ計上

試算①

県単・補助：Ｒ１年度×0.9

する

試算②

しない

試算③ 県単・補助：H30年度×0.9（※）

※ 実質公債費比率が長期的に18％を下回る投資の水準

（R2.2.5時点の見込み）


